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市町村名 山梨市 計画期間（※２）

目　　標　：（※３）

目標設定の考え方
地区の概要：

現状と課題

今後の展開方向等（※４）

【記入要領】
※１　「地区名」欄には活性化計画の対象となる地区が複数ある場合には、すべて記入する。
※２　「計画期間」欄には、法第５条第２項第６号の規定により、活性化計画の目標を達成するために必要な取組の期間として、原則として３年から５年程度
の期間を記載する。

※３　「目標」欄には、法第５条第２項第２号の規定により、設定した活性化計画の区域において、実現されるべき目標を、原則として定量的な指標を用いて
具体的に記載する。

※４　「今後の展開方向」欄には、「現状と課題」欄に記載した内容を、どのような取組で解消していくこととしているのかを、明確に記載する。
　また、区域外で実施する必要がある事業がある場合には活性化計画の目標達成にどのように寄与するかも明記する。

　農業従事者の高齢化、後継者不足が進み、地域活力が低下する中、近年、中央自動車道・国道140号（雁坂トンネル）を利用する首都圏からの観光客が見込まれる山梨市としては、この立
地条件と地域産物を有効に活用した地域活性化を目指すこととする。具体的には、都市住民を対象に農山村地域ならではの魅力を積極的にＰＲすることで、倉科地区に呼び込み、いわゆる
交流による地域活性化を図ることとする。地域産物であるぶどう（巨峰）については、新たな加工品を開発・ブランド化し、直売センターを整備し、他の産物とともに販売することで、農業所得を
増加させる。なお、活性化計画終了年度の翌年には、定住等の促進に資する農業用用排水施設・農業用道路等の整備・保全により条件整備がされ機能が確保された面積6.5haを検証すると
ともに、機能が確保された農地を活用し、都市との交流、農業所得の向上による農業者の流出抑制、農家と地域住民の農村資源の管理・保全を通じたコミュニティの向上による定住の促進を
目指す。

　倉科地区は、果樹栽培（葡萄（巨峰））を中心とした農業を生活基盤として栄えてきたが、農業所得の低下等により、若者の農家離れが進んでいる。また、近年の生産者の高齢化等による担
い手不足等から農村の活力が低下している。この状況をかんがみ、農村における定住等及び農村と都市との地域間交流を促進するため、今後、如何に地域の環境を整備していくかが課題と
なっている。

　定住等の促進に資する農業用用排水施設・農業用道路等の整備により、安定的な農業用水の確保と営農環境の改善を図る。これにより、生産性の向上や施設管理の負担軽減を図ることで対象農
地６．５ｈａの保全を目指す。また、農業所得の向上により農業者の流出抑制、農家と地域住民の農村資源の管理・保全を通じたコミュニティの向上による定住化を進め、減少傾向にある当該地区の
人口（H19.4:389人H20.4:375人H21.4:366人)を平成21年4月1日住民基本台帳に記載されている366人の維持を目指す。
　山梨県は、農業振興の基本指針として策定した「やまなし農業ルネサンス構想」の中で、「次代につながる力強い産地づくり」「自然と調和した美しい里づくり」を掲げている。本活性化計画では、生産
基盤整備を行い農地の保全を図るとともに、地域住民が一体となって農村資源の管理・保全を進めることとしており、こうした計画は本構想の目的と合致することから、県と市が連携して地域の活性
化を目指すものである。

　山梨市は、山梨県の北東部、甲府盆地の東部に位置し、笛吹川沿いのなだらかな斜面や南部の平坦地北部の丘陵地を利用した果樹地帯である。恵まれた農地を利用して、特産品である
ぶどう、桃などの果樹栽培が行われ、特に巨峰は、全国的に人気も高く、日本一の巨峰の里といわれるまでになった。倉科地区も例外ではなく、山梨市牧丘支所の西の丘陵地で果樹（葡萄）
を中心の農業経営が行われている。しかし、農家の高齢化・後継者不足が進んでいるため、担い手への農地集積や作業効率の向上、品質と生産性の向上が必要となっていることから、有機
質肥料栽培や低農薬栽培などによる作物の品質と安全性の確保を図るとともに、有機栽培による果樹のブランド化、観光農園等による都市住民との交流を通じた地域の活性化に取り組んで
いる。さらに、中核的担い手となる農業後継者の育成、新規就労者への支援など担い手対策、兼業・高齢農業者等についても、良質な巨峰の生産・販売を目指し、講習会等を行うことにより、
農業の活性化及び農業所得の増大を図ろうとしている。

１　活性化計画の目標及び計画期間

都道府県名 山梨県 倉科地区 Ｈ２１～２２地区名(※１)
計画の名称 倉科地区活性化計画



（１）法第５条第２項第３号に規定する事業（※１）

山梨市 倉科地区 山梨市 有 イ

山梨市 有 イ

（２）法第５条第２項第４号に規定する事業・事務（※４）

（３）関連事業（施行規則第２条第３項）（※５）

（４）他の地方公共団体との連携に関する事項（※６）

【記入要領】
※１　「法第５条第２項第３号に規定する事業」欄には、活性化計画の目標を達成するために必要であって、かつ、農林水産省所管の事業について
　　記載する。なお、活性化計画の区域外で実施する事業は、備考欄に「区域外で実施」と記載する。
※２　「事業名（事業メニュー名）」欄に記載する事業のうち、交付金を希望する事業にあっては、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実施要領
　　別表１の「事業名」とあわせ、（　）書きで、「事業メニュー名」を記載すること。
※３　「法第５条第２項第３号イ・ロ・ハ・ニの別」の欄には、交付金希望の有無にかかわらず、該当するイ・ロ・ハ・ニのいずれかを記載する。
※４　「法第５条第２項第４号に規定する事業・事務」欄には、上段の（１）の表に記載した事業と一体となって、その効果を増大させるために必要な
　　事業等を記載する。
※５　「関連事業」欄には、施行規則第２条第３項の規定により、上段（１）及び（２）の事業に関連して実施する事業を記載する。
※６　「他の地方公共団体との連携に関する事項」欄には、法第５条第２項第５号の規定により、他の地方公共団体との連携に関する具体的な内容に
　　ついて記載する。

交付金希望の有無

法第５条第２項第
３号イ・ロ・ハ・ニ
の別(※３）

備考

備考

市町村名 地区名 事業名 事業実施主体

２　目標を達成するために必要な事業及び他の地方公共団体との連携

市町村名 地区名 事業名（事業メニュー名）（※２） 事業実施主体

市町村名 地区名 事業名

備考

交付金希望の有無

①基盤整備（農業用用排水施設）

②基盤整備（農業用道路）

事業実施主体



倉科地区（山梨県山梨市） 区域面積 （※２）

区域設定の考え方 （※３）
①法第３条第１号関係： 当該区域の総面積135haのうち農地面積は70haで51％を占め、地区世帯の51％が農業に従事している。

②法第３条第２号関係：

③法第３条第３号関係： 都市計画区域外であるとともに、既に市街地を形成している区域を含めていない。

山梨県 ・ 山梨市

【記入要領】
※１　区域が複数ある場合には、区域毎にそれぞれ別葉にして作成することも可能。
※２　「区域面積」欄には、施行規則第２条第２号の規定により、活性化計画の区域の面積を記載する。
※３　「区域設定の考え方」欄は、法第３条各号に規定する要件について、どのように判断したかを記載する。

３　活性化計画の区域（※１)

135ha

地区の人口は減少傾向（H17→H21で10.3%）であり、農業者の高齢化は進行（H17→H20で5.8%増）している傾向から見て、活性化のためには、生
産基盤の整備により定住化を促進させることが不可欠な地域である。



６　活性化計画の目標の達成状況の評価等(※１）

定住等の促進に資する農業用用排水施設・農業用道路等の整備・保全により条件整備がされ機能が確保された農地の面積を、現地で検証する。
定住人口の維持については、平成２３年４月１日の住民基本台帳と対照し検証する。


